


































































































































第３回産業基盤部会　議事録とキーワードのまとめ　５月８日（木）午後2時～　10階第3会議室

出席者　竹川、金山、岩橋、千葉、曽根、太田、梶尾、谷脇
第３回産業基盤部会での発言要旨 発言のキーワード キーワードのまとめ

それでは議事に入る。大変事務局で資料を集めている。委員からこういったデータがないかということがあれば言っていただきたい。資料の１６に十勝支庁から
出ているデータがあるが、これをみると、資料の２２、工業統計があるが、資料の１６を構成比率を整理してつくっていただけないか、1日で作っていただいた。農
業、公共事業以外の分でどれぐらいのボリュームあるかわかっているようでわかっていない。出荷額、従業員数、企業数の３つの切り口で作ってもらった。一位
は食料品製造業であるが、地場のお菓子関係想定されるが、そういったことが資料の１６にある。きょうの主たるテーマ、産業集積、地域特性を考えると得意分
野があればそれをさらに伸ばそう。どういった業種がそういったものかわかるようデータを作っていただいた。いちおう4時をめどに4から５の議題についてお話を
いただく。本部会のテーマの産業集積とエネルギーを検討の視点として議論いただく。要求される資料、今後のスケジュールということになる。限られた時間の
中で議論をいただきたい。それでは今後のスケジュールについて事務局から説明ください。

地域特性を考え、得意分野を伸ばす

資料の２３をみてもらい、めど６月末ということで、今回を入れて３回程度。産業集積、高規格道路を含めたものについて議論をいただきたい。限られた時間、回
数ですので、心苦しい。何か議論あれば。とりあえず２３についてはご了解いただいたということで次へ行きたい。ここにいるメンバーは民度が高く、やる気のあ
る人。

産業集積、高速道路

資料の２４、右側のキーワードにいくつか集約されているが、メーンテーマはきょうは産業集積かなと思う。意図的な産業集積として、地域の特性、アクセス、頭
脳集積を生かすなど、チーズ、小麦、お菓子ということ。金山先生から食品加工業を生かす。このようなものを踏まえ事務局で用意したのが資料２５。一つ目が
産業集積。食料品製造出荷額が５０％を超え、５５０億あり、全体の５３．４％、第２位に飲料・たばこと続き、優位産業として食料品製造業がある。＜資料２５の
内容を読み上げ＞、＜資料２６＞内容読み上げ。実は時間があったらかーどを渡すのが早いのかなと思ったが、きょうは時間がない。前回の第２回の議論はい
いですか。第３回の産業集積を進めていきたいと思うが。どなたか。

産業集積、地域特性、アクセス、頭脳集積、チー
ズ、小麦、お菓子

データありますよね。資料の１０。条例を考えているとき、企業誘致大きな問題で、いろいろ調べたら、ばさっと市場への近接性ということで、全産業で求めている
ものが違うということがある。飲料たばこ飼料、業種別によって選定の要因が何かということが分析できれば、この地域にあった産業集積ができるのでは。企業
誘致戦略、民間のデータバンクが市町村等に対して聴き取ったデータをみれば分かる。

業種別に立地選定の要因を分析できないか

一般論で要因を調べるのではなく、業種が絞れれば 業種を絞って要因を分析すべき

地価が安い、優遇税制、固定資産税が１年間ゼロ。取得税がほとんどかからない。という音更に進出した。情報面でも町と相談したらｂフレッツに独自に引いた。
これといった決定打ではないが、目の前の条件。音更に決めたらすぐ帯広の公社から人が来て、うなぎの寝床で買いにくい。建てるのが大変。企業なので目の
前の条件が考えられる。農業関係でも道路ですぐに来れる。何を狙ってやっていくかということ。

企業は「目の前の条件」が決定打、

産業集積はある特定の地域を考えるのか。全体を考えるのか。場所なのか。帯広市、十勝管内という考え方でもいいのか。 産業集積は場所を考えるのか、

工業団地がいっぱいになったからもう一つつくろうということではないのか。 新しい工業団地

地域の強みとして食料品製造業であると認識できるかということからいくと、それ以外にもあるよという言及をしてもいいということか？ 食料品製造業以外に集積している業種はあるか

原料になりうる缶詰とかとなるとカテゴリーとして違う。半製品であれば集約が必要だが、消費ということであれば、もうちょっとゆるくていいのでは。食料品製造
の中でも色は違うなと思ってみていた。集積でもボリュームを追うのと技術を追う議論を分けた方がいいと思う。

産業集積も「ボリュームを追求するもの」「技術を
追求するもの」を分けるべき

大量生産と技術付加価値の高いものということか 大量生産と技術的付加価値

この地域では大量生産様式か、付加価値率の高いものなのか。 付加価値率の高いもの

水ばかりでなく、原材料もかかるのでは。 原材料の優位性はどうか

酢はどうか。 酢の可能性

食品製造業だが、いろいろな形態あると思うのでひとつにくくってしまっていいのか。 食品製造業をひとつにくくってしまってよいのか

非常に資料が立派で圧倒される思い。農業を中心に食品製造業があるということ。ぼくの友達にステンレス加工する機械を持っていて、ろっかていとにってんを
お客さんにしている。食料、食品製造業があって、それに付帯する機械製造業がある。単に食品だけでない産業集積があるので、そこを意識すると、農業を中
心とした産業集積がすすでいるということがわかってくると思う。

食料品製造業に付帯する機械製造業、食品だけ
ではない産業集積がある

切り口決めていかないと話が進まない。優位性からみたら食品製造業しかない。 優位性から見て食品製造業

地価、優遇税制など、住宅も同じでないか。話は変わるが、帯広市が十勝の５分の１のデータ。農業関係の食品加工製造業、六花亭、柳月の占めるウエートが
わかるか？

食品製造業のうちの生菓子製造のシェアはどう
か、

資料の１６にあるが、３ページ目の一番左側に生菓子製造というのがあり、事業所数２件、出荷額はｘ。占める割合で考え方も変わるのではないか。 生菓子製造業

技術的優位性あるが利幅はありません。冷凍食品メーカーを育てていく、食の安全安心の問題でそういった工場があれば。今、農家つくるものに困っている。冷
凍食品を作れば、沖縄までもっていけるのでは、冷凍技術もあまり大きなエネルギーいらないと思う。

冷凍食品メーカーを育てていくべき

冷凍食品というと安いというイメージだが、高級な冷凍食品を作ったらいいのではないか。原価高くても耐えられるようなもの。大手メーカーが作っているようなも
のを作ってもだめ。

高級志向の冷凍食品の可能性を追求すべき、

冷凍調理品の高級路線というのは。 冷凍調理品の高級路線

コロッケ一つ３０円でも２００円でもいい。こだわったもの。 こだわった高級食品

小売用ではなく、業務用というので出ている。ケーキはほとんで冷凍で流通し、くだものなどでもおいしい。温泉でいくとかなりの比率でやっている。同じもの３００
つくるとなると、自分のところでつくるより、衛生面でも、品質的に安定する。ひょっとするとそういった道があるのではないか。

衛生面、品質面で安定したものは業務用の冷凍
品

大量に、長期に保管する。高級路線で安全・安心でいくのがいいのかと思う。北海道という。 大量、長期保管、高級路線と安全安心は、よいコ
ンセプト

幕別のホクレンの工場撤退した。農協との連携が重要になってくる。 農協との連携が重要

ひれが５０のうち１キロ、ロースが９キロ。あと４０キロをどう販売するかにかかっている。それを処理するマーケットは十勝にない。５００円ら５１０円でないとペイし
ない。スーパーに値上げのお願いしている。ひれ、ロースは輸入品を使うようになってきた。十勝和牛、通常でいくとせりで落としているが…

肉の種類全部を処理するマーケットは十勝には
ない

食料品製造業といったら、帯広に何が必要か。十勝には地下水制限あるのか。 地下水の制限はあるか
食品製造業といってもどれかといったら、難しい。全体をとおしてぶらさがっている。全体で構成している。食の安全安心ということで、食品製造業という塊で優位
性だと思う。水がついて回るというのでは、廃液を共同処理する施設を整備して優位性を出してあげるとか、土地の価格というよりは、水などでくくってやることが
できればいいような気がしている。

水の問題（排水など）を共同処理するなどの優位
性は考えられる

水は大きな要素。お金がかかる 「水」はお金がかかる大きな要素

共同利用の一つの方向性として使えるのではないかと思うし、産業振興のインセンティブとして使える。 水は共同利用施設の要素、また産業振興や企
業立地のインセンティブ

工業団地はすべて下水道につないでいる。たしかに水が高すぎるということで、地下水を汲んでいる。水道を使わず、最近入居した企業も地下水を使っている。
確かに水はインセンティブになる。

「水」はインセンティブになる

食料品製造業、冷凍調理食品。これを考えた時なにが考えられるか。 食料品製造業、冷凍調理食品

十勝で集められる原料の限界がある。たかが３６万人。売れるようになると地場のものが調達できない。士幌農協とつきあったが、じゃがいも、ベーコンを加工し
て、牛肉をどうするかというとニチレイからどんと入ってくる。けして士幌牛をつかっていない。ｄけいることとできないことあるので、大風呂敷ひろげてはだめ。共
同施設でこだわるののは、中程度の技術力を身に付けられるような高校を出て勉強ができるような場を作っていただきたい。食肉の技術者圧倒的に不足してい
る。共同学習場、大学校とかを整備してもらい、とかち財団をサポートしてもらうよう充実していってもらうしかないと思う。

共同施設として食肉の技術者不足を補う学習の
場を整備すべき

共同利用、産業基盤と
して、技術者養成の場
が必要（食肉など）

十勝の優位性は食の素材安全良質、そして水。共同利用の水施設、地下水も含めて、廃水処理の施設。お金のないころに市営住宅に入ったが、ごみ処理によ
る暖房、熱の供給のシステム、食品の研究所、分析する施設を一緒に完備するようなことができればいいのでは。

共同利用の水施設、地下水施設、廃水処理施
設、ごみ処理による暖房、熱供給システム、食品
分析の研究所などは共同利用施設として考えら
れる

地下水施設、廃水処
理施設、ごみ処理によ
る暖房、熱供給システ
ム、食品分析研究所
などが共同利用施設
として必要

地域特性、共同施設ということにまたがるのではないかと思うが、十勝川の雪をためるためる施設をつくって、一時的に冷やす施設をつくっては。 雪を利用した冷蔵施設が必要では 雪氷エネルギーを利
用した共同利用施設
を作るべき

標津が地域ハサップつくっているが、帯広ハサップをつくってはいいのでは。そういった支援をしてあげればいいのでは。 地域ハサップをつくる支援も必要では

ハサップは品目が決まっている。アメリカへ輸出するのに必要なのでやっている。地域ハサップ、船のとるところからということでやっている。ハサップ自体は、問
題が起こる要因について確認していくということ。

地域ハサップ

交通アクセス、冷凍トラック、札幌にもっていくのではなくて、広尾の高速を使って十勝港にもっていく。アクセスがあれば、西帯工業団地も生きてくる。大量に安
く、本州であれば一日で行ってしまう。アメリカ行くにも津軽海峡を通っていく。そうすれば十勝港から直輸入が可能になるのでは。

十勝港を使う可能性を追求すべき 十勝港を利用する仕
組みを検討すべき

交通アクセスだと思う。トラック輸送も全線開通になると帯広から札幌まで２時間になるので、地方でのデメリット、制約なくなり、それぞれの割引などもできるよう
なものができればと思う。

高速道路は地方のデメリットがなくなる、高速を
利用できる割引制度など充実が必要

高速道路の利用促進
を図る制度を作るべき

逆三角形のところ議論していないところあるが。産業集積に対する概念図。あわせてチーズ、お菓子を産業として集積できるのかとい議論ができるのか。チー
ズ、ピザパイ。食関連産業として、チーズの資料２６についての概念図を考えてきてほしい。もうひとつ今日話すべきテーマとしてエネルギーがあるが、資料の１
８を見ていただいて。インダストリアルパーク構想発電量、発熱量がこれに耐えうるものか。

バイオガスは発電量、発熱量はどうか

本質的な問題であるが、政府の政策の途上の枠組みの中で踏み込むのは難しいのではないか。重要な課題ということで止めておいて、十勝においてはバイオ
マス活用期待される地域ではあるが、エネルギーを利活用してくことを踏まえつつも、振興策については個々で置いておこうということではどうか。

バイオマス活用が期待される地域であるが、政
府の政策途上である

きわめて社会的、経済的に大きな問題であると思うが、資料１７で新エネ、省エネあるが可能性と課題ということも言及されているが、最後のページに裏表紙に
あるが、他地域にある風力発電は難しいが、産業基盤として３年５年１０年以内には難しいという判断をしている。この振興協議会としてエネルギーを真正面から
受け止めて提言するのはしんどいなと思う。

産業基盤として10年以内には難しいのでは

エネルギーとして考えるというのはテーマは大きい。一つの切り口として産業集積をしていく一つの分野として環境を扱う産業として、十勝の優位性を生かして、
環境産業を地域に集積をしていくという切り口でエネルギーを部会の中で扱っていただくというのはいかがかと思う。

産業集積のひとつの分野として「環境関連産業」
考えるべき

これから地域の特性をアピールするということでは重要。 地域特性をアピールする上でバイオマスは重要

地域特性、共同施設ということにまたがるのではないかと思うが、十勝川の雪をためるためる施設をつくって、一時的に冷やす施設をつくっては。※再掲 雪を利用した冷蔵施設が必要では※再掲 雪氷エネルギーを利
用した共同利用施設
を作るべき

あと正副で話していた中で、食関連産業以外に環境関連産業ということも出て来た。次回は食料品製造業以外の環境関連についても議論をいただきたい。環境
関連ビジネスがいろいろなところで必ずでてくる。こういった産業集積可能かということで議論をしていきたい。何か次回こういう資料ないかということであれば。

環境関連ビジネスの産業集積が可能か 環境関連業種集積の
可能性

水も一つの素材だが、３つ４つの素材のうちの１つ。すべて十勝で賄えるというかというと難しい。食品関連の産業連携、欠けているものがないようにするのが産
業基盤の整備かなと思う。あんこであれば豆と水、機械があればできる。より複雑なものになれば、どうやってできればどういうふうにつくったらいいかわからな
いが、地場で調達できる割合がわかるようなものを作っていただければ。

食品産業の産業連携、地場での原料調達割合
がわからないか

そういった細かいものまでを明らかにするのが連関表ではない。個別の関連までは分からない。ピックアップしてどういうものが域外調達なのか、域内調達なの
かという調査をすることが必要。マッシュ度ポテトを外に持っていくのではなく、消費地に近いところで加工の施設を持って、そこで加工するという仕組み。どういう
ものが十勝で必要かということで、調達はどこで可能か、全部十勝で調達できるかというとそうでない。ポテトチップもこことつくるかといったらそうでない。どういう
ものでいもの加工の仕方によっては十勝でできるものという仕分けが必要。

域外と域内での調達を調査することが必要、十
勝ならではの加工を追及することが大切

工業統計にかかってこない実態が分からない。業界別の付加価値率が利用されてこないと宝の持ち腐れになる。 業界別の付加価値率が分析されるべき

工業統計上の資料でいけば付加価値額というのが出てくる。各業種ごとの付加価値率というのは作成することができる。次回はそれを出したい。 付加価値率の資料を提出する

悉皆調査、食の関する関連調査は次回まで難しいが、フードシステム調査を金山先生が信金と共同調査をやっている。必要な調査をやっていくべきだという取り
まとめをしていきたいなと思う。（都鳥）次の議論を進める上では何らかの調査をやっていく方向でと考えている。

何らかの調査をやっていく方向で検討していく 必要な調査を今後も
実施すべき

次回ですが、第４回５月２７日を予定している。資料の２５、２６はもってきてほしい。資料２６に基づきやりたい。インフラ、地場企業の新増設の支援、高速道路等
インフラ。９時から１２時ということでお願いしたい。

地域内経
済循環

「水」の共同利用施設
は産業集積のインセ

ンティブ

地域ハサップを支援す
べき

環境関連産業を産業
集積のひとつの業種と
して考える

域内原料調達を調査
すべき

付加価値を分析すべ
き

共同利用
施設

産業集積

帯広・十勝の製造業
は、食料品製造業に
優位性がある。食料
品製造業に関連する
業種の集積も進んで
いると思われるが、関
連業種を分析し、関連
の深い業種を集積し
ていくべき。

食料品製造業の中で
も、生菓子製造や冷
凍食品などの業種を
育てていくべき

エネル
ギー

高速道路
等



議論のまとめ（中間的なもの） 

１ インフラ 

 

（１）産業集積について 

 

■意図的な産業集積、集積すべき業種 

▼平成 18 年工業統計（帯広市分）によれば、食料品製造業の出荷額等は、全体の

53.4％であり、帯広市製造業の地域特性は、食料品製造業の集積である。 

▼食料品製造業の関連業種としては、運輸関係、パッケージデザイン関係、包装関

係、原料調達関係などの業種が考えられ、産業クラスターの形成等の観点から関係

業種の集積を図っていくことが望まれる。 

▼ チーズ、お菓子など、既存の集積業種を生かして「意図的な産業集積の形成」

を目指すべきである。 

▼同業種が集積することによる「相乗効果」として、北海道菓子工業組合十勝支部

などが行っている「菓子王国十勝」に代表されるように集客による経済効果はもと

より、観光や物産、雇用、商店街など、幅広い波及効果が期待できる。 

 

■企業立地要因と地域特性、集積すべき地域 

▼意図的な産業集積を進める場合のインセンティブになる地域特性の最も大きな

要因は、北海道横断自動車道の札幌までの全面開通である。また、北海道横断自動

車道のインターチェンジ近郊に苫小牧に次ぐ大規模工業団地（帯広市と近隣町村を

含む）の整備がされていることも、帯広・十勝の優位性として認識すべきである。 

▼帯広畜産大学をはじめ、独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構北海道農

業研究センター（芽室拠点）や、北海道立十勝農業試験場、北海道立畜産試験場、

北海道立十勝圏地域食品加工技術センター、財団法人十勝圏振興機構などの食に関

する試験研究機関が集約されていることも、地域発食関連産業の集積を図るための

インセンティブとして、重要な要素である。 

▼交通アクセス性、関連企業等の集積、大学、公的試験研究機関との近接性、周辺

環境等を考慮して、集積のメリットを発揮することを意識して、産業集積を促進す

る必要がある。 

 

 

（２）地場企業に対する支援について 

 

（議論中） 

 

（３）高速道路等の整備を踏まえた取り組みについて 

 

（議論中） 

平成 20年 5月 27日 
産業基盤部会提出 



 

 

 

２ 共同利用 

（１）産業支援機能の新たな整備について 

 

（議論中） 

 

 

３ エネルギー 

（１）地域特性を生かした低コストで持続可能なエネルギーについて 

 

（エネルギー）→（産業集積）へ移行 

・・・・政府の政策途上の課題であり、技術開発や制度面でも課題が多い。帯広・十勝の

地域特性を考えると、豊富なバイオマス資源や太陽光、雪氷エネルギーなどの自然エネル

ギーは、産業集積を検討する上で重要なテーマであることから、産業立地要因のひとつと

して考えるものとする。 

 

 

 

（４ 総合的視点） 

（１）地域内経済循環、農商工等の連携について 

 

 

 



第４回産業基盤部会 検討の視点（案）の細項目 

平成 20 年 5 月 27 日提出 

産業基盤部会正副部会長メモ 

 

 

（インフラ）○地域内優位産業が農業関連業種であるとの認識を前提に、地域特性を生か

した産業集積を促進するために必要な支援策のあり方 

・ 地域内優位産業をどう考えるか？ 

・ 農業関連業種は、どのような業種か？ 

・ 地域特性とは、どのようなものだと考えるか？ 

・ 産業集積が進んでいる業種とは、どのようなものか？ 

・ 産業集積を進めるべき業種とは、どのようなものがあるか？ 

・ 地場企業を業種ごとに集積していく場合、どのようなインセンティブが必要か？ 

・ 産業集積を促進するために必要な支援策は、どのようなものが考えられるか？ 

 

 

▼ 平成18年工業統計（帯広市分）によれば、食料品製造業の出荷額等は、全体の53.4％

であり、第二位の飲料・たばこ・飼料製造業 5.1％に比較して圧倒的である。地域

の強みとして、食料品製造業（食関連産業）であると認識できるか？また、食料品

製造業の関連業種としては、どのような業種が考えられるか？ 

▼ チーズ、お菓子など、集積されつつある業種を生かして「意図的な産業集積の形成」

を目指すには、どのような集積を目指すべきか？または、関連業種の集積の可能性

をどのように考えるべきか？ 

▼ 同業種が集積することによる「相乗効果」には、どのようなものが考えられるか？

また、逆に「マイナス効果」についてどのように考えるか？ 

▼ 意図的な産業集積を進める場合に、インセンティブになる地域特性には、どんなも

のが考えられるか？（高速道路など交通アクセス、苫小牧に次ぐ大規模工業団地、

畜産大学等の試験研究機関など） 

▼ 食料品製造業以外に、集積すべき業種は考えられないか？ 

※産業集積・・・特定分野において相互に連結する企業群と関連機関群が地理的に集中している状態。 

 

 

 

（インフラ）○地場企業の新増設に対する支援のあり方 

・ 地元企業の新増設の情報をどのように入手すべきか？ 

・ 地元企業が新増設する場合、何を判断材料としているか？ 

・ 地元企業の新増設のインセンティブになる支援策は、どのようなものか？ 

・ 現在の帯広市の企業立地補助金等の制度は、地元企業から見て使いやすいか？使いにくいとしたら、ど

のような点に課題があると考えられるか？ 

・ 地場企業の新増設の対象業種を限定すべきか？ 

・ 産業集積を誘導していくような支援に限定すべきか？ 

 

 



（インフラ）○高速道路や高規格道路、空港や十勝港などの整備計画を踏まえて、地域全

体として具体的な取り組みの進め方 

・ 北海道横断自動車道（スカイロード）が札幌まで開通する影響は、どのようなものが考えられるか？ 

・ 高規格道路が広尾まで開通する影響は、どのようなものが考えられるか？ 

・ 空港の機能、及び空港周辺の機能として、不足しているものはどのようなものが考えられるか？ 

・ 空港周辺に集積可能な業種として、どのようなものが考えられるか？ 

・ インターチェンジ周辺に集積可能な業種として、どのようなものが考えられるか？ 

・ 道路（特に高速道路）の完成を見込んで、地域全体としての取り組みはどのようなものが考えられるか？ 

 

 

▼ 北海道横断自動車道（スカイロード）の札幌までの全面開通後に利活用促進（市場

拡大、集客の両面）を図るためには、どのような取り組みが必要だと考えるか？ 

▼ 北海道横断自動車道が札幌まで全面開通する影響として、ストロー現象など購買層

の流出が考えられるが、逆に観光客などを呼び込むためには、どのような取り組み

が必要だと考えるか？地域全体、産業界全体としての取り組みとして、どんな施策

が考えられるか？（物流の共同化、道央圏等への PR、物流コスト削減支援など） 

▼ 十勝港までの高規格道路の整備も進んでいる。十勝港は道内港湾中、首都圏まで最

も近距離にあり水深も深いなどの優位性を持っている。十勝港とアクセス道路を生

かす可能性について、どんなことが考えられるか？帯広・十勝の地場企業にとって、

どのような利用が考えられるか？ 

▼ とかち帯広空港と十勝港、高規格道路、北海道横断自動車道、工業団地などについ

て、産業集積の促進の視点から、どのような場所において立地優位性が考えられる

か？ 

 

 

 

 

（共同利用）○大学等試験研究機関と連携して、帯広市や中小企業団体等が新たに産業支

援機能を整備する場合、現在不足している機能について 

・ 産業支援機能としてどのようなものが不足していると考えられるか？ 

・ マーケティングの機能を充実する場合、どのようなことが考えられるか？ 

・ ブランディング、デザイン、技術経営（ＭＯＴ）などに関する支援機能の必要性をどのように考えるか？ 

・ 現在のさまざまな支援機能（試験研究機関など）の機能は、十分が発揮されているか？ 

・ 発揮されていない機能があるとしたら、何が要因だと考えられるか？ 

 

 

▼ さまざまな製造業等の立地に、取水・排水は大きな立地要因である。取水施設や排

水施設の共同利用は、どんな形態が考えられるか？また、そのような施設を設置し

た場合、どのような施設なら企業立地（地元企業の移転を含む）のインセンティブ

になりうるか？ 

▼ 取水・排水施設以外に、ごみ処理施設等による暖房や熱供給システム、食品分析研

究施設、雪氷エネルギーを利用した冷蔵施設などが考えられるが、企業立地（地元

企業の移転を含む）のインセンティブになりうるか？また、その施設の利用形態・



運営形態は、どのようなものが考えられるか？ 

▼ ハードではなくソフト的な共同利用施設（あるいは産業基盤）として、食肉加工な

どの技術者養成の機能や、ブランディング、デザイン、技術経営（ＭＯＴ）などに

関する能力養成支援機能の必要性をどのように考えるか？また、その機能の運営形

態は、どのようなものが望ましいか？ 

▼ 地域ハサップ制度の必要性について、どう考えるか？地域ブランド認証の取り組み

や、原産地表示、原産地証明の取り組みとの関連性を、どう考えるか？ 

 

 

 

 

（エネルギー）○豊富なバイオマス資源などの地域特性を生かし、低コストで持続可能な

エネルギーを、地域全体として研究開発を促進し、導入を推進する進め方 

 

 

▼ 企業のコストとしてのエネルギーは産業の基盤であり、地域全体として取り組むべ

き課題ではないか？ 

▼ 長期的に化石燃料に頼らないエネルギーとしては、どのようなものを選択し、導入

を推進すべきか？ 

▼ 食料と競合するバイオ燃料は、帯広・十勝にふさわしくないのではないか？食用で

ないものや未利用の農産物などを利用したバイオ燃料の導入を促進すべきではな

いか？ 

▼ 地域特性を生かした自然エネルギー（風力、太陽光、雪氷エネルギーなど）の導入

を促進すべきではないか？ 

 

 

（エネルギー）→（産業集積）へ移行 

・・・・政府の政策途上の課題であり、技術開発や制度面でも課題が多い。しかし、帯広・

十勝の地域特性を考えるとき豊富なバイオマス資源や太陽光、雪氷エネルギーなどの自然

エネルギーは、重要なテーマである。従って、＜エネルギー＞ではなく産業集積のひとつ

として扱うものとする。 

 

 

 

 

（総合的）○地域内経済循環を実現するために、基幹産業の農業と２次３次産業の産業連

関を意識した取り組みの進め方 

・ 産業間の連携が進まない要因は、どのようなことが考えられるか？ 

・ 農商工等の連携が進まない要因は、どのようなことが考えられるか？ 

・ 財団法人十勝圏振興機構（とかち財団）設立の趣旨は、農商工等連携による産業振興であるが、その趣

旨を発揮できているか？ 

・ 企業と企業の間での連携が、なかなか進まない要因は、どのようなことが考えられるか？ 



・ 異業種交流グループが存在しているにもかかわらず連携が進まない要因は、どのようなことが考えられ

るか？ 

・ 地域内経済循環を生み出す活動として、どのようなことが考えられるか？ 

 

▼ 地域内経済循環や産業間連携・企業間連携を進めるためには、原料や製造機械等の

地元調達の割合を高めることが重要な手段のひとつである。地元調達率を向上させ

るためには、どのような取り組みが必要だと考えるか？地域内調達等のネックは何

か？ 

▼ 地域内経済循環に貢献度が高い業種は、どのような業種だと考えられるか？付加価

値率の高い業種は、地域内経済循環に貢献度が高いと認識できるか？地域外からの

所得を地域内で循環させる手立てとして考えられるものとは、どのようなものか？ 

▼ 農業と他の産業（工業、商業など）の連携が進まない要因として、どのようなこと

が考えられるか？大量生産、大量流通、農協系統流通などの課題を解決する手段と

して、どのような取り組みが考えられるか？ 

 



都市の企業誘致補助制度に関する調べ(19年11月1日現在)

平成19 (2007)年11月30日

Ⅰ.調査結果のポイント

地方行財政調査会

〔市〕資料第6365号◎

●■93%で企業誘致に関する補画制度を制定′ 

●内容は用地取得費や投下資本額な.どの一軍割合を補助など 

●補助制度以外の優遇制度は､税の減免や低利融資が大半 

●企業誘致が都市間で激化する中で各市は独自策を模索 

Ⅱ.調査の方法等

く調査対象自治体)
67市(1 7政令市､ 35中核市､全県庁所在市含む)

く調査票回収状況)
調査票(巻末に収録)は､平成19年10月30日に67市-発送し､ 67市から回答を得た｡ (回収率100%)

(調査の趣旨)本市では､財政基盤の強化､雇用機会の創出及び地域経済の活性化を目的に企業誘致活動を実施しており､そのインセンティ
ブとして､投資型及び貸借型の2つの補助制度を制定しているところである｡今後の企業誘致活動の参考とするため､貴市の企業誘致に関する
補助制度の制定状況を調査したい｡ 【さいたま市依頼調査】

調査対象数_ 田r�

回答数 田r�

回答率 ����X�ｲ�

本会会員は､行財政Web-(http://-.-gyduzaisei;or.jp)から､調査結果のファイルをダウンロードできます.ぜひご利用ください. 

お問い合わせはchousa鮎youヱaisei.or.jpまでEメールでお顔いします. 

◎紙の責穀発行連に加査繕臭が差し替わる可能性もあL)ます.金員自治体は_市財政W｡bをご覧下さい_けベての血道府県が金員です) 

-1-

贋料331



Ⅲ.調査結果の分析

◎ 9 3%で補助制度制定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　,

-船橋､奈良は検討の予定もない-
さいたま市の依頼により､都市の企業誘致に関する補助制度の制定状況などを調査した｡
回答6 7市のうち62市(93%)で何らかの形で企業誘致補助制度を制定している｡補助制度がないのが川崎､堺､川越､船橋､奈良の5市
(7%) ｡うち船橋市(企業が進出できる用地がほとんどない状況)と奈良市(調査研究の段階)は今後検討の予定もない｡

◇補助金上限額､横浜は5 0億円
補助制度の内容をみると､対象業務については製造業､情報通信業といった大くくりのところもあれば､コールセンター､デジタルコンテンツ産

業､バックオフィス､データセンター､バイオテクノロジーなどと先端産業を細かく指定したところもある｡大阪市坪ロボットテクノロジーを挙げて
いる｡交付要件は､工場などの新増設の場合は用地取得面積や工場の床面積､新規雇用者数､投下固定資産額などが主｡補助内容は､用地取得費の一
定割合､固定資産税相当額､投下資本額の一定割合､単価×新規雇用人数､といったパターンが多い.補助金の上限額では､横浜市の5 0億円が目を
引く｡次いで富山市の4 0億円など｡いずれもこ用地取得や設備投資などを対象とした補助で､この種の補助の上限額は数億円といったところが多
い｡固定資産税などの税相当額を補助する場合は上限なしがいくつか見受けられた｡なお､今年度予算額が一番大きかった補助制度は大阪市の｢咲州
コスモスクエア埠区立地促進助成制度｣の1 0億円｡
一方､補助制度を廃止した(予定も含む)団体が1 1市(16%)あった｡ト定の役割を終えた｣ ｢効果的な施策といえなくなった｣ ｢助成内容

をより充実させた助成制度を創設したため｣などが主な理由｡

◇就職セミナー開催や情報提供報奨金も
2 5市(3 7%)が補助制度以外に何らかの優廼制度を設けているoその内容は､固定資産税や都市計画税など税の減免､工場の新増設に対する低

利融資がほとんど｡そうした中で､ ｢コールセンター事業所に対する人材確保･人材育成支援として､コールセンター就職セミナー開催｣ (札幌
市) ､ ｢企業誘致を促進するため､有力な情報を持っている情報提供者に対し､分譲契約の締結に至った場合､分譲報奨金を交付｣ (金沢市)などの
取り組みがあった｡

◇企業誘致境争激化で模索
最後に企業誘致についての課題と対策､今後の取り組みの方向性などを聞いたところ､ ｢企業誘致をめぐる都市間･地域間の競争が一層激化してい

る中､金銭的な支援のみでなく立地促進のための新たな条件整備の検討が必要と考えている｣庵同市)など､他市との誘致競争に頭を痛め何とか独
自性を打ち出そうと模索している自治体が多く見受けられた｡その他の主な｢今後の取り組み｣は次の通り｡
･ ｢国内生産の高付加価値製品-のシフトを背景に工場の立地選定に当たっては本社(研究開発部門) ･市場-の近接性が重要祝されるようになって

きていることから､本市の大消費地(東京) -の近接性や交通アクセスの利便性をより積極的にアピールしていく｣ (子葉市)
･ ｢国際イベント等を活用した各種プロモーションの実施､トッププロモーションの推進､企業とのネットワークづくり､行政手続等ワンストップ

サービス機能強化･外資系企業進出促進のため領事館など外国機関との連携強化など｣ (大阪桁) ･ ｢都市部に立地する船橋市内では､新たに大規模
な工業用地を創出することが難しい｡このように新たな企業の参入を期待できない状況のため､既存企業の流出防止策が今後の取り組みの課題といえ
る｣ (千葉県船橋市)
･ ｢自治体間の企業誘致競争が激化し､自治体による奨励金(補助金)が高額化しており､それに対応できない｡そのため､取引先-の近接性等の奨

励金以外の項目を企業にアピ⊥ルし､誘致につなげていきたい｣ (愛知県岡崎市)
･ r本市内では水島コンビナート立地企業をはじめとして多くの企業が集積しているCその強みを活かすため､既存企業の本市での設備の増強･更新

などの再投資促進を目的とした設備投資促進奨励金､既存大手企業のマザー工場化を目的とした競争力強化促進奨励金を設置した｣ (岡山県倉敷市)
･ ｢自治体が過度の補助金競争を行うことは有益ではないと思われる｡また､補助金の額は実はさほど重要ではなく､一番大事なのは許認可の迅速性

などソフト面の質ときめ細かさであると考えている企業も多いようである｡本市としては今後､誘致企業のニーズの把握､迅速な対応(ワンストップ
サービス体制の強化など) ､独自性のある優遇措置､を柱に誘致施策を検討したい｣ (前橋市)
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工業統計分析の概要（案） 

 

１ 製造品出荷額等、事業所数、従業者数の推移 

 

製造品出荷額等は、比較的安定しているが、事業所数・従業者数は減少傾向にあり、１

事業所当たり・１従業者当たりの製造品出荷額等が増加していることが伺える。 

 

 

２ 付加価値率の推移 

 

帯広市の付加価値率は、全道平均を上回っており、食料品製造業の付加価値率が全道平

均よりも 7.2 ポイント（Ｓ61～Ｈ18 までの 21 年間平均）高く、全体の付加価値率を牽引

していることが伺える。 

 

 

３ １事業所当たり製造品出荷額等・付加価値額の推移 

 

１事業所当たりの製造品出荷額等は全体に増加傾向にあるが、付加価値額が横ばい傾向

である。事業所数が減少していることを考慮すると、１事業所当たりの生産性は向上して

いるものの、必ずしも利益に結びついていない状況が伺える。 

また、１事業所当たりの製造品出荷額等は、平成１０年度から十勝支庁が全道平均を上

回っている。同じく、付加価値額を見ると、平成１３年度以降十勝支庁・帯広市ともに全

道平均を上回る年も出てきたことを考慮すると、十勝・帯広の生産性及び利益率が向上し

てきている傾向にあることが伺える。 

 

 

４ １従業者当たり製造品出荷額等・付加価値額の推移 

 

１従業者当たりの製造品出荷額等は、総じて微増傾向であるが、付加価値額が横ばい傾

向にある。 

昭和 61～平成 18 年度の 21 年間の製造品出荷額等の推移を見ると、帯広市と全道平均に

は差があるが、付加価値額はそれほどの乖離がない。 

従業者数が減少傾向にあることを考慮すると、帯広市の製造業の生産性及び利益率が、全

道平均に近づいてきていることが伺える。 

 

 


